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日本記者クラブ 記者会見説明会から 

高齢社会検定試験事業の概要（２） 

～安心で活力ある超高齢・長寿社会へ～ 

2014年 1月 14日    15:00〜 16:00 

大方潤一郎 東京大学教授  秋山弘子 高齢社会検定協会代表理事    １０階ホール 

東京大学高齢社会総合研究機構の秋山弘子と大方潤一郎両教授が昨年 9 月に初めて実

施した「高齢社会検定試験」の概要と同研究機構が行う活動について話した。 

司会 露木茂 日本記者クラブ企画委員 

 

 

 

 

 

 

 

検定試験について  

長寿社会生きる知恵 新時代のスキルとなるか 

東大高齢社会総合研究機構の協力で設立された高齢社会検定協会が、高齢社会の総合的

な知識を問う「高齢社会検定」を昨年９月１４日（土）に初めて実施した。  

第１回検定には、全国から５１２人が挑戦。高齢化の現状や年金・医療、住居から死生観まで

幅広い問題に取り組んだ。「将来は英語、情報通信技術と並

ぶスキルとなるよう裾野を広げたい」と秋山弘子検定協会代表

理事。 さっそく名刺に「高齢社会エキスパート」の称号を刷り

込み、 長寿社会に生きる知恵の伝道者を任じる合格者も多

いという。  

第２回は今年９月 13 日（土）に東大・駒場キャンパスを会場に

行われる。 

以下は記者会見発表当日の説明資料から検定試験に関する部

分を紹介します。 

また、第一回「検定試験」のようすを知り、第二回検定への受験

の手掛かりにできるよう検定協会のご厚意で、試験問題の一部と

解答を提供いたします。４択のいちでひとつの誤りを探すうちに正確な知識をえられるよう工夫

がこらされています。 

 

 



2 

 

「検定試験」は、高齢社会の全体に関わる未来の姿を問う「総論」、カテゴリーⅠとして豊かな

長寿を実現する「個人編」、カテゴリーⅡとして「社会編」の３部により構成されている。 
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テキストの章立て。「超高齢未来」を見透かしながらの「総論」３章は１章で現状を把握

し、２章で課題を整理し、３章で解決にむけた方向性を示す。「個人編」の９章は、生き方、

活躍の仕方（就労・参加・学習）、住まい、移動、暮らしとお金、支える資源、老化の理解、

認知・行動障害、最後の日々。「社会編」の８章は、社会保障、医療、介護・福祉、年金、

住宅（まちづくり）、移動システム、技術、法・制度に整理されている。執筆者は１６人。 
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試験日は９月１４日（土）  試験会場は東大・駒場キャンパス 

個人編  説明１１：５０  試験１２：００～１２：５０ 

総論   説明１３：４０  試験１３：５０～１４：２０ 

社会編  説明１５：１０  試験１５：２０～１６：１０ 
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     年齢別では ４０代、５０代、３０代、６０代、７０代の順。 

 職業別では 会社員（７３％）、公務員、自営業の順。 

 理由では  仕事に役立つ５５％、暮らしに役立つ４０％ 

知識試し３５％会社に勧められて２４％の順。 

       （理由は複数回答） 
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受験料 個人 総論＋個人編 ５５００円（税込み） 

社会 総論＋社会編 ５５００円（税込み） 

総合 総論＋個人編＋社会編 ８０００円（税込み） 

申込者数５６６・受験者数５１２ 合格率も９０％を超える高率に。 
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第１回の参加者に産業界・ビジネスマンが多かったのは、広報の力不足があったと推定される。 

第１回がおこなわれたことで内容が知られれば、ほんらい必要とされる自治体・行政関係者や医療・ 

福祉関係者や高齢社会活動関係者の参加が格段に増えるだろう。 
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 上が「総合」「個人」「社会」それぞれの「高齢社会エキスパート認定証」。合格者には１回生グループとして新情

報のフォローを行なうとともに、お互いの活動の交流が予定されている。試験日は９月第二日曜日」（老人の日）の

前日の土曜日が当てられている。第２回は９月１３日（土）で、老人の日と祝日の「敬老の日」は１５日である。場所

は今回と同様に東大の駒場キャンパスが予定されている。 
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第一回検定試験の問題例 

 

[総論] 《総論：20 問》より 
問題 今後 2030 年までに予測される人口及び世帯の変化の特徴として、正しいものを一

つ選びなさい。 

①高齢者の中でも特に 65 歳～74歳までの高齢者が増える 

②今後増える高齢者は女性よりも男性のほうが多い 

③単身者の増加に伴って一般世帯の総数は 2030年まで増え続ける 

④独居高齢者は 2030 年まで増え続ける 

正解：④ 

 

問題 政府が定める「高齢社会対策大綱」（2012年９月改訂）が示す高齢化課題解決の方

向として誤っているものを一つ選びなさい。 

①65 歳以上を高齢者とする捉え方を今後は見直す必要がある 

②若者の雇用確保のために高齢者の早期引退を促進する必要がある 

③医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく、有機的かつ一体

的に提供される「地域包括ケアシステム」の確立が急務である 

④地域内での人と人とのつながりを再生し互助が生きるコミュニティづくりに取

り組む必要がある 

正解：② 

 

問題 理想のまちづくりを表す概念である「Aging in Place（エイジング・イン・プレイ

ス）」の説明として、最も適切なものを一つ選びなさい。 

①「自分の居場所を見つけ、生涯快適に暮らすことができる」 

②「住み慣れた地域・自宅で最期まで自分らしく老いることができる」 

③「住み慣れた地域に貢献しながら生涯を全うできる」 

④「余生を静かに穏やかに暮らすことができる」 

正解：② 

 

[個人編] 《個人論：40 問》より 

問題 高齢期の実態等に関する次の記述のうち、明らかに誤っているものを一つ選びなさ

い（公式テキスト「東大がつくった高齢社会の教科書」に準拠して答えなさい） 

① 人生 90年時代を生きる私たちは、寿命が延長した分、複数のキャリア形成が可能にな

るなど人生の可能性が拡大した 

② 昔と今の同年齢の高齢者の身体能力を比較すると、体力的に若返っている傾向がみられ
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る 

③ 多くの人が高齢期の後半（75 歳以降を想定）に、緩やかな老い（身体的な衰え）を体

感していく 

④ 介護の期間を経ずに最期を迎えることを象徴したＰＰＫ（ピンピンコロリ）という言葉

があるが、ＰＰＫで逝くのが当たり前の世の中になってきた 

正解：④ 

 

問題 高齢者雇用に関する次の記述のうち、明らかに誤っているものを一つ選びなさい（公

式テキスト「東大がつくった高齢社会の教科書」に準拠して答えなさい） 

① 企業にとって高齢者雇用を拡大できない最大の理由は、「高齢者に適した仕事が

ない」ことである 

② 雇用における年齢差別禁止法は、米国では 1967年に採択され、欧州連合（EU）

でも 2000年に同様の主旨を踏まえた指令が採択されている 

③ 現在の日本においては、若者の雇用、女性の社会進出が最優先とされ、高齢者の

雇用は抑制するように行政指導がなされている 

④ “年齢に関わらず働きたい人が働ける社会”にしていくことが志向されているが、

それは「生涯現役社会、エイジフリー社会」という言葉で表現されている 

正解：③ 

 

問題 夫婦２人で暮らす場合の老後の必要生活費（ア）とゆとりある生活費（イ）はいく

らか（いずれも月額）、最も近い数値の組み合わせを次の中から一つ答えなさい（水

準は過年度の各種調査結果の平均値にもとづく） 

① （ア）20 万円 （イ）30 万円 

② （ア）23 万円 （イ）33 万円 

③ （ア）26 万円 （イ）36 万円 

④ （ア）29 万円 （イ）39 万円 

正解：③ 

 

問題 認知症への対応に関して、誤っているものを一つ選びなさい。 

①言ったことをすぐ忘れても本人を決して責めない 

②こだわりが強い側面があるが受け入れてあげる 

③本人の自尊心保持のため、ほめる、感謝、同情、相づち、共感などが大切であ

る 

④認知症の人の世界と現実とのギャップを感じるようしっかりと指導する 

正解：④ 
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[社会編] 《社会編：40 問》より 

問題 日本の少子化に関して、誤っているものを一つ選びなさい。 

① 日本の合計特殊出生率は、2005年に史上最低の 1.26 を記録したが、現在はそれより

も好転している。 

② 少子化の主たる要因は、晩婚化と未婚者の増加である。 

③ 諸外国も少子化に悩んでおり、少子化の傾向の改善で効果を出した国は今のところない。 

④ 子供が生まれやすい社会にするためには、ワークライフバランスに向けた仕事の見直し

と地域における子育て支援体制が大切である。 

正解③ 

 

問題 今後の医療保険制度の方向性について述べた次の記述のうち、誤っているものを一

つ選びなさい（公式テキスト「東大がつくった高齢社会の教科書」に準拠して答え

なさい） 

①今後は「治す医療」から「生活を支える医療」がより重要である 

②医療機関の機能分化と連携を推進すること、そして切れ目のない医療を提供していくこ

とが重要である 

③地域包括ケア体制の整備をはかっていくためにも、医療と介護、住宅政策の相互の連携

強化が重要である 

④全人的な医療を行える総合医（家庭医）の育成は現代の医療には必要ない 

正解：④ 

 

問題 「地域包括ケアシステム」について述べた次の記述のうち、誤っているものを一つ

選びなさい。 

①地域包括ケアシステムでは、予防、医療、介護、生活支援、住まいに関するサービスが

総合的に提供される 

②地域包括ケアシステムは、2025年を目処に全国整備をはかることが目標とされている 

③地域包括ケアシステムがカバーする範囲は、大人が歩いて 15 分程度で行ける範囲（小学

校の校区ぐらいのエリア）を想定している 

④地域包括ケアシステムの中核となる拠点として「地域包括支援センター」が期待されて

いる 

正解：③ 

 

問題 成年後見制度に関する次の記述のうち、明らかな誤りを含むものを一つ選びなさい。 

①市民後見人といわれる人たちも、家庭裁判所で研修を受けて資格が認められた人たちで

ある 

②成年後見制度は、財産管理だけが問題であり、食事の世話など日常的な世話は介護保険
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制度で対応することになっている 

③弁護士や司法書士が後見人になる場合でも、少数ながら財産を横領する例があり、その

ような不祥事の防止法が課題となっている 

④後見制度支援信託は、後見人による不祥事に対応する方策の 1つとして考案された 

正解：① 

 

 


